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議案第２２号 

 

令和５年度 境町国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和５年度境町国民健康保険事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ２,８４６,０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，４０,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおり

と定める。 

（１）保険給付の各項に計上された予算額に過不足が生じた場合における款内でのこれらの諸費の各項間の流用。 

 

令和５年３月６日提出 

 

境町長  橋 本 正 裕 

 



　(歳　入) (単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 税 625,161

1. 国 民 健 康 保 険 税 625,161

2. 一 部 負 担 金 2

1. 一 部 負 担 金 2

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 252

1. 手 数 料 252

4. 国 庫 支 出 金 180

1. 国 庫 補 助 金 180

5. 県 支 出 金 1,937,119

1. 県 補 助 金 1,937,119

6. 財 産 収 入 5

1. 財 産 運 用 収 入 5

7. 繰 入 金 255,618

1. 他 会 計 繰 入 金 203,368

2. 基 金 繰 入 金 52,250

8. 繰 越 金 20,708

1. 繰 越 金 20,708

9. 諸 収 入 6,955

1. 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 1,003

2. 預 金 利 子 20

- 2 -

款 項 　　金　　　　　額　　

第 １ 表                                      歳  入  歳  出  予  算



3. 受 託 事 業 収 入 1

4. 雑 入 5,931

2,846,000
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 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　(歳　出) （単位：千円）

1. 総 務 費 62,728

1. 総 務 管 理 費 60,074

2. 徴 税 費 1,752

3. 運 営 協 議 会 費 526

4. 趣 旨 普 及 費 376

2. 保 険 給 付 費 1,903,888

1. 療 養 諸 費 1,645,056

2. 高 額 療 養 諸 費 237,714

3. 出 産 育 児 諸 費 18,008

4. 葬 祭 諸 費 2,500

5. 移 送 費 110

6. 傷 病 手 当 金 500

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 842,185

1. 医 療 給 付 分 529,267

2. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 229,382

3. 介 護 納 付 金 分 83,536

4. 共 同 事 業 拠 出 金 1

1. 共 同 事 業 拠 出 金 1

5. 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

1. 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

款 項 金　　　　　額
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6. 保 健 事 業 費 33,923

1. 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 27,610

2. 保 健 事 業 費 6,313

7. 基 金 積 立 金 6

1. 基 金 積 立 金 6

8. 公 債 費 1

1. 公 債 費 1

9. 諸 支 出 金 2,241

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 2,221

2. 指 定 公 費 負 担 事 業 費 20

10. 予 備 費 1,026

1. 予 備 費 1,026

2,846,000
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 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



 



歳入歳出予算事項別明細書



（歳　入） （単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 税 625,161 648,386 △ 23,225

2. 一 部 負 担 金 2 2 0

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 252 252 0

4. 国 庫 支 出 金 180 0 180

5. 県 支 出 金 1,937,119 1,892,092 45,027

6. 財 産 収 入 5 1 4

7. 繰 入 金 255,618 200,870 54,748

8. 繰 越 金 20,708 1 20,707

9. 諸 収 入 6,955 6,896 59

2,846,000 2,748,500 97,500歳　　　　入　　　　合　　　　計

１.　総　　括
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 比　　　較本年度予算額 前年度予算額



（歳　出） （単位：千円）

1. 総 務 費 62,728 63,731 △ 1,003 254 62,474

2. 保 険 給 付 費 1,903,888 1,850,934 52,954 1,881,074 22,814

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 842,185 757,525 84,660 37,818 4,252 800,115

4. 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0 1

5. 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 1 0 1

6. 保 健 事 業 費 33,923 31,397 2,526 18,406 1,651 13,866

7. 基 金 積 立 金 6 41,806 △ 41,800 5 1

8. 公 債 費 1 1 0 1

9. 諸 支 出 金 2,241 2,241 0 20 2,221

10. 予 備 費 1,026 863 163 1,026

2,846,000 2,748,500 97,500 1,937,299 6,182 902,519

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源
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歳　　出　　合　　計

款 比　　　　較本年度予算額 前年度予算額



 



歳               入



2.  歳　入

(款) 1.国民健康保険税 (項) 1.国民健康保険税 （単位：千円）

 1. 一般被保険者国民 625,152 648,377 △ 23,225  1. 医療費給付分現 389,125  医療費給付分現年課税分 389,125

健康保険税 年課税分

 2. 過年度医療給付 2,351  過年度分の現年度課税分 2,351

分の現年課税分

 3. 医療給付分滞納 32,132  医療給付分滞納繰越分 32,132

繰越分

 4. 後期高齢者支援 137,009  後期高齢者支援金分現年課税分 137,009

金分現年課税分

 5. 過年度後期高齢 878  過年度後期高齢者支援金分現年課税分 878

者支援金分現年

課税分

 6. 後期高齢者支援 11,974  後期高齢者支援金分滞納繰越分 11,974

金分滞納繰越分

 7. 介護納付金分現 45,642  介護納付金分現年課税分 45,642

年課税分

 8. 過年度介護納付 468  過年度介護納付金分の現年課税分 468

金分の現年課税

分

 9. 介護納付金分滞 5,573  介護納付金分滞納繰越分 5,573

納繰越分

 2. 退職被保険者等国 9 9 0  1. 医療費給付分現 1  医療費給付分現年課税分 1

民健康保険税 年課税分

 2. 過年度医療給付 1  過年度医療給付分の現年課税分 1

分の現年課税分

 3. 医療給付分滞納 1  医療給付分滞納繰越分 1

繰越分

 4. 後期高齢者支援 1  後期高齢者支援金分現年課税分 1

金分現年課税分

目 本　年　度
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説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分



 5. 過年度後期高齢 1  過年度後期高齢者支援金分現年課税分 1

者支援金分現年

課税分

 6. 後期高齢者支援 1  後期高齢者支援金分滞納繰越分 1

金分滞納繰越分

 7. 介護納付金分現 1  介護納付金分現年課税分 1

年課税分

 8. 過年度介護納付 1  過年度介護納付金分の現年課税分 1

金分の現年課税

分

 9. 介護納付金分滞 1  介護納付金分滞納繰越分 1

納繰越分

(款) 2.一部負担金 (項) 1.一部負担金

 1. 一般被保険者一部 1 1 0  1. 現年度分　　　 1  一般被保険者一部負担金現年度分 1

負担金 　　　　

 2. 退職被保険者等一 1 1 0  1. 現年度分　　　 1  退職被保険者等一部負担金現年度分 1

部負担金 　　   

(款) 3.使用料及び手数料 (項) 1.手数料

 1. 総務手数料　　　 2 2 0  1. 総務手数料　　 2  総務手数料 2

　 　　　　　

 2. 督促手数料　　　 250 250 0  1. 督促手数料　　 250  督促手数料 250

　 　　　　

 3.使用料及び手数料 境町国民健康保険事業特別会計
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計 625,161 648,386 △ 23,225

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 2 2 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節



（単位：千円）

(款) 4.国庫支出金 (項) 1.国庫補助金

 1. 出産育児一時金臨 180 0 180  1. 出産育児一時金 180  出産育児一時金臨時補助金 180

時補助金 臨時補助金

(款) 5.県支出金 (項) 1.県補助金

 1. 保険給付費等交付 1,937,118 1,892,091 45,027  1. 普通交付金　　 1,880,394  普通交付金 1,880,394

金 　

 2. 特別交付金 56,724  保険者努力支援分 22,553

 特別調整交付金分（市町村分） 6,492

 都道府県繰入金（２号分） 21,559

 特定健康診査等負担金 6,120

 2. 財政安定化基金交 1 1 0  1. 財政安定化基金 1  財政安定化基金交付金 1

付金 交付金

(款) 6.財産収入 (項) 1.財産運用収入

 1. 利子及び配当金　 5 1 4  1. 利子及び配当金 5  基金利子 5
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目 本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分

計 252 252 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 180 0 180

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 1,937,119 1,892,092 45,027

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 5 1 4



(款) 7.繰入金 (項) 1.他会計繰入金

 1. 一般会計繰入金　 203,368 200,869 2,499  1. 保険基盤安定繰 127,254  保険税軽減相当分 76,492

　 入金  保険者支援相当分 50,762

 2. 未就学児均等割 2,459  未就学児均等割保険税繰入金 2,459

保険税繰入金

 3. 出産育児一時金 12,000  出産育児一時金繰入金 12,000

繰入金

 4. 国保財政安定化 5,598  国保財政安定化支援事業繰入金 5,598

支援事業繰入金

 5. 事務費繰入金　 56,056  一般事務費繰入金 9,958

　　　  職員給与費等繰入金 46,098

 6. その他一般会計 1  その他一般会計繰入金 1

繰入金

(款) 7.繰入金 (項) 2.基金繰入金

 1. 国民健康保険支払 52,250 1 52,249  1. 国民健康保険支 52,250  国民健康保険支払準備基金繰入金 52,250

準備基金繰入金 払準備基金繰入

金

(款) 8.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金　　　　　 20,708 1 20,707  1. 繰越金　　　　 20,708  純繰越金 20,708

　 　　　　

 8.繰越金 境町国民健康保険事業特別会計
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比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 203,368 200,869 2,499

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 52,250 1 52,249

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

1 20,707計 20,708



(款) 9.諸収入 (項) 1.延滞金加算金及び過料 （単位：千円）

 1. 一般被保険者保険 1,000 1,000 0  1. 延滞金　　　　 1,000  延滞金 1,000

税延滞金 　　　　　

 2. 退職被保険者等延 1 1 0  1. 延滞金　　　　 1  延滞金 1

滞金 　　　　　

 3. 過料　　　　　　 1 1 0  1. 過料　　　　　 1  過料 1

　 　　　　　

 4. 加算金　　　　　 1 1 0  1. 加算金　　　　 1  加算金 1

　 　　　　

(款) 9.諸収入 (項) 2.預金利子

 1. 預金利子　　　　 20 20 0  1. 預金利子　　　 20  預金利子 20

　 　　　　　

(款) 9.諸収入 (項) 3.受託事業収入

 1. 特定健康診査等受 1 1 0  1. 特定健康診査等 1  特定健康診査等受託料 1

託料 受託料

(款) 9.諸収入 (項) 4.雑入

 1. 滞納処分費　　　 1 1 0  1. 滞納処分費　　 1  滞納処分費 1
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目 本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分

計 1,003 1,003 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 20 20 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 1 1 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節



 2. 一般被保険者第三 3,751 3,751 0  1. 第三者納付金　 3,751  現物分 3,750

者納付金 　　　　　  現金分 1

 3. 退職被保険者等第 2 2 0  1. 第三者納付金　 2  現物分 1

三者納付金 　　　　　  現金分 1

 4. 一般被保険者返納 501 501 0  1. 返納金　　　　 501  現物分 500

金 　　　　  現金分 1

 5. 退職被保険者等返 2 2 0  1. 返納金　　　　 2  現物分 1

納金 　　　　  現金分 1

 6. 特定健康診査事業 1,650 1,591 59  1. 特定健康診査　 1,650  特定健康診査 1,650

収入 　　　　　

 7. 指定公費負担返納 20 20 0  1. 指定公費負担返 20  指定公費負担返納金 20

金　　　 納金

 8. 雑入　　　　　　 4 4 0  1. 療養給付費等負 1  療養給付費等負担金返還金 1

　 担金返還金

 2. 療養給付費等交 1  療養給付費等交付金返還金 1

付金返還金

 3. 特定健康診査等 1  特定健康診査等負担金返還金 1

負担金返還金

 4. 雑入　　　　　 1  雑入 1

　　　　　

 9.諸収入 境町国民健康保険事業特別会計

59
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計 5,931 5,872



 



歳               出



(款) 1.総務費 (項) 1.総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費　 55,816 56,980 △1,164 4 55,812  1. 報酬　　　 1,066 一般職人件費 41,650

　　　 　  2.給料　　　　 21,059

 2. 給料　　　 21,059 　　・一般職給（６名分） 21,059

　  3.職員手当等　 13,699

 3. 職員手当等 13,911 　・扶養手当 378

　 　・通勤手当 522

 4. 共済費　　 6,892 　・管理職手当 576

　 　・期末手当 4,649

10. 需用費　　 691 　・勤勉手当 3,810

　 　・住居手当 615

11. 役務費　　 2,286 　・時間外勤務手当 300

　 　・退職手当組合負担金 2,843

12. 委託料　　 9,704 　・管理職特別勤務手当 6

　  4.共済費　　　 6,892

18. 負担金・補 207 　　・職員共済組合納付金 6,441

助及び交付 　　・職員共済組合事務費負担金 71

金 　　・職員公務災害補償基金納付

　　　金 50

　　・追加費用 330

国民健康保険事務事業 14,166

 1.報酬　　　　 1,066

　・会計年度任用職員報酬 1,066

　　・会計年度任用職員報酬 1,066

 3.職員手当等　 212

　・期末手当 212

10.需用費　　　 691

　・消耗品費 427

　・印刷製本費 264

11.役務費　　　 2,286
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3.  歳　出

区　　分
説　　   明前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度
金   額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

節



　・通信運搬費 1,740

　・手数料 546

12.委託料　　　 9,704

　　・保険者事務共同電算処理シ

　　　ステム委託料 2,459

　　・電算処理委託料 6,562

　　・国保情報集約システム委託

　　　料 673

　　・ジェネリック医薬品差額通

　　　知委託料 10

18.負担金・補助及び交付金 207

　・負担金 207

　　・第三者行為求償事務共同処

　　　理業務負担金 22

　　・オンライン資格確認等シス

　　　テム運営負担金 185

 2. 連合会負担金 1,088 1,119 △31 1,088 18. 負担金・補 1,088 国保団体連合会負担金事業 1,088

　　　 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 1,088

金 　・負担金 1,088

　　・国保連合会負担金 1,088

 3. 医療費適正化 3,170 3,155 15 3,170  1. 報酬　　　 2,255 医療費適正化特別対策事業 3,170

特別対策事業 　  1.報酬　　　　 2,255

費  3. 職員手当等 449 　・会計年度任用職員報酬 2,255

　 　　・会計年度任用職員報酬 2,255

 4. 共済費　　 442  3.職員手当等　 449

　 　・期末手当 449

 8. 旅費　　　 24  4.共済費　　　 442

　 　　・会計年度任用職員共済組合

　　　納付金 160

　　・会計年度任用職員共済組合

　　　事務費負担金 12

　　・社会保険費 270

 8.旅費　　　　 24

 1.総務費 境町国民健康保険事業特別会計

- 15 -



（単位：千円）

　　・会計年度任用職員費用弁償 24

(款) 1.総務費 (項) 2.徴税費

 1. 賦課徴収費　 1,751 1,712 39 250 1,501 10. 需用費　　 5 賦課徴収事務事業 1,751

　　　 　 10.需用費　　　 5

11. 役務費　　 1,746 　・印刷製本費 5

　 11.役務費　　　 1,746

　・通信運搬費 890

　・手数料 856

 2. 滞納処分費　 1 1 0 1 11. 役務費　　 1 滞納処分事業 1

　　　 　 11.役務費　　　 1

　・通信運搬費 1

(款) 1.総務費 (項) 3.運営協議会費

 1. 運営協議会費 526 526 0 526  1. 報酬　　　 457 国保運営協議会設置事業 526

　　　 　  1.報酬　　　　 457

18. 負担金・補 69 　・非常勤職員報酬 457

助及び交付 　　・国保運営協議会委員報酬 457

金 18.負担金・補助及び交付金 69

　・負担金 69

　　・運営協議会長会負担金 19

　　・研修会負担金 50

- 16 -

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

4 60,070△1,180計 60,074 61,254

250 1,50239計 1,752 1,713

5260計 526 526



(款) 1.総務費 (項) 4.趣旨普及費

 1. 趣旨普及費　 376 238 138 376 10. 需用費　　 376 趣旨普及事業 376

　　　 　 10.需用費　　　 376

　・消耗品費 376

(款) 2.保険給付費 (項) 1.療養諸費

 1. 一般被保険者 1,619,145 1,567,914 51,231 1,619,145 18. 負担金・補 1,619,145 一般被保険者療養給付事業 1,619,145

療養給付費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 1,619,145

金 　・負担金 1,619,145

　　・保険者負担分負担金 1,619,145

 2. 退職被保険者 100 100 0 100 18. 負担金・補 100 退職被保険者等療養給付事業 100

等療養給付費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 100

金 　・負担金 100

　　・保険者負担分負担金 100

 3. 一般被保険者 18,515 18,462 53 18,515 18. 負担金・補 18,515 一般被保険者療養事業 18,515

療養費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 18,515

金 　・負担金 18,515

　　・保険者負担分負担金 18,515

 4. 退職被保険者 10 10 0 10 18. 負担金・補 10 退職被保険者等療養事業 10

等療養費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 10

金 　・負担金 10

　　・保険者負担分負担金 10

 5. 審査支払手数 7,286 7,286 0 4,800 2,486 11. 役務費　　 7,286 審査支払手数料事業 7,286

料　　 　 11.役務費　　　 7,286

　・手数料 7,286

(款) 2.保険給付費 (項) 2.高額療養諸費

 1. 一般被保険者 237,304 237,674 △370 237,304 18. 負担金・補 237,304 一般被保険者高額療養事業 237,304

高額療養費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 237,304

金 　・負担金 237,304

 2.保険給付費 境町国民健康保険事業特別会計

- 17 -

376138計 376 238

2,4861,642,57051,284計 1,645,056 1,593,772



（単位：千円）

　　・保険者負担分負担金 237,304

 2. 退職被保険者 100 100 0 100 18. 負担金・補 100 退職被保険者等高額療養事業 100

等高額療養費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 100

金 　・負担金 100

　　・保険者負担分負担金 100

 3. 一般被保険者 300 300 0 300 18. 負担金・補 300 一般被保険者高額介護合算療養

高額介護合算 助及び交付   事業 300

療養費 金 18.負担金・補助及び交付金 300

　・負担金 300

　　・保険者負担分負担金 300

 4. 退職被保険者 10 10 0 10 18. 負担金・補 10 退職被保険者等高額介護合算療

等高額介護合 助及び交付   養事業 10

算療養費 金 18.負担金・補助及び交付金 10

　・負担金 10

　　・保険者負担分負担金 10

(款) 2.保険給付費 (項) 3.出産育児諸費

 1. 出産育児一時 18,000 15,960 2,040 180 17,820 18. 負担金・補 18,000 出産育児一時金事業 18,000

金　　 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 18,000

金 　・負担金 18,000

　　・出産育児一時金負担金 18,000

　　　（３６件分）

 2. 出産育児一時 8 8 0 8 11. 役務費　　 8 出産育児一時金支払手数料事業 8

金支払手数料 　 11.役務費　　　 8

　・手数料 8

- 18 -

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

237,714△370計 237,714 238,084

17,8281802,040計 18,008 15,968



(款) 2.保険給付費 (項) 4.葬祭諸費

 1. 葬祭費　　　 2,500 2,500 0 2,500 18. 負担金・補 2,500 葬祭諸費事業 2,500

　　　 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 2,500

金 　・負担金 2,500

　　・葬祭費負担金 2,500

　　　（５０件分）

(款) 2.保険給付費 (項) 5.移送費

 1. 一般被保険者 100 100 0 100 18. 負担金・補 100 一般被保険者移送事業 100

移送費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 100

金 　・負担金 100

　　・一般被保険者移送費負担金 100

 2. 退職被保険者 10 10 0 10 18. 負担金・補 10 退職被保険者移送事業 10

移送費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 10

金 　・負担金 10

　　・退職者被保険者移送費負担

　　　金 10

(款) 2.保険給付費 (項) 6.傷病手当金

 1. 傷病手当金 500 500 0 500 18. 負担金・補 500 傷病手当金事業 500

助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 500

金 　・補助金 500

　　・傷病手当金 500

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 1.医療給付分

 1. 一般被保険者 529,266 473,273 55,993 23,825 2,679 502,762 18. 負担金・補 529,266 一般被保険者医療給付事業 529,266

医療給付費分 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 529,266

金 　・負担金 529,266

 3.国民健康保険事業費納付金 境町国民健康保険事業特別会計
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2,5000計 2,500 2,500

1100計 110 110

5000計 500 500



（単位：千円）

　　・医療納付負担金 529,266

 2. 退職被保険者 1 0 1 1 18. 負担金・補 1 退職被保険者等医療給付事業 1

等医療給付費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 1

分 金 　・負担金 1

　　・医療納付負担金 1

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 2.後期高齢者支援金等分

 1. 一般被保険者 229,381 204,930 24,451 10,211 1,148 218,022 18. 負担金・補 229,381 一般被保険者後期高齢者支援金

後期高齢者支 助及び交付   事業 229,381

援金等分 金 18.負担金・補助及び交付金 229,381

　・負担金 229,381

　　・後期高齢者支援負担金 229,381

 2. 退職被保険者 1 0 1 1 18. 負担金・補 1 退職被保険者等後期高齢者支援

等後期高齢者 助及び交付   金事業 1

支援金等分 金 18.負担金・補助及び交付金 1

　・負担金 1

　　・前期高齢者納付金負担金 1

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 3.介護納付金分

 1. 介護納付金分 83,536 79,322 4,214 3,782 425 79,329 18. 負担金・補 83,536 介護納付金事業 83,536

助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 83,536

金 　・負担金 83,536

　　・介護納付負担金 83,536

- 20 -

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

2,679 502,76323,82555,994計 529,267 473,273

1,148 218,02310,21124,452計 229,382 204,930

425 79,3293,7824,214計 83,536 79,322



(款) 4.共同事業拠出金 (項) 1.共同事業拠出金

 1. 共同事業事務 1 1 0 1 18. 負担金・補 1 共同事業事務費拠出金事業 1

費拠出金 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 1

金 　・負担金 1

　　・拠出金負担金 1

(款) 5.財政安定化基金拠出金 (項) 1.財政安定化基金拠出金

 1. 財政安定化基 1 1 0 1 18. 負担金・補 1 財政安定化基金拠出金事業 1

金拠出金 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 1

金 　・負担金 1

　　・拠出金負担金 1

(款) 6.保健事業費 (項) 1.特定健康診査等事業費

 1. 特定健康診査 27,610 25,284 2,326 18,406 1,651 7,553  7. 報償費　　 16 特定健康診査等事業 27,610

等事業費 　  7.報償費　　　 16

10. 需用費　　 146 　　・講師等謝礼 12

　 　　・健康づくり協力員報償金 4

11. 役務費　　 738 10.需用費　　　 146

　 　・消耗品費 141

12. 委託料　　 26,286 　・印刷製本費 5

　 11.役務費　　　 738

18. 負担金・補 424 　・通信運搬費 500

助及び交付 　・手数料 238

金 12.委託料　　　 26,286

　　・特定健康診査等事業委託料 14,000

　　・特定健康診査未受診者対策

　　　事業委託料 4,190

　　・重複・頻回受診者等訪問指

　　　導事業委託料 2,563

 6.保健事業費 境町国民健康保険事業特別会計

- 21 -

10計 1 1

10計 1 1



（単位：千円）

　　・生活習慣病重症化予防対策

　　　事業委託料 1,793

　　・糖尿病性腎症重症化予防保

　　　健指導事業委託料 2,365

　　・がん検診未受診者勧奨事業

　　　委託料 715

　　・データヘルス計画等作成支

　　　援事業委託料 660

18.負担金・補助及び交付金 424

　・負担金 424

　　・健康診査等データ管理シス

　　　テム負担金 424

(款) 6.保健事業費 (項) 2.保健事業費

 1. 保健衛生普及 1,134 1,134 0 1,134 11. 役務費　　 1,134 保健衛生普及事務費医療費通知

費　　 　   事業 1,134

11.役務費　　　 1,134

　・通信運搬費 1,134

 2. 疾病予防費　 5,179 4,979 200 5,179  7. 報償費　　 90 疾病予防事業 5,179

　　　 　  7.報償費　　　 90

10. 需用費　　 79 　　・各種行事賞品記念品代 90

　 10.需用費　　　 79

11. 役務費　　 10 　・消耗品費 79

　 11.役務費　　　 10

18. 負担金・補 5,000 　・手数料 10

助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 5,000

金 　・補助金 5,000

　　・人間ドック検診補助金 5,000
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地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

1,651 7,55318,4062,326計 27,610 25,284



(款) 7.基金積立金 (項) 1.基金積立金

 1. 基金積立金　 6 41,806 △41,800 5 1 24. 積立金　　 6 基金積立金事業 6

　 　 24.積立金　　　 6

　　・国民健康保険支払準備基金

　　　積立金 1

　　・国民健康保険支払準備基金

　　　積立金利子 5

(款) 8.公債費 (項) 1.公債費

 1. 利子　　　　 1 1 0 1 22. 償還金・利 1 償還金事業（利子） 1

　　　 子及び割引 22.償還金・利子及び割引料 1

料 　　・償還金利子 1

(款) 9.諸支出金 (項) 1.償還金及び還付加算金

 1. 一般被保険者 2,000 2,000 0 2,000 22. 償還金・利 2,000 一般被保険者保険税還付金事業 2,000

保険税還付金 子及び割引 22.償還金・利子及び割引料 2,000

料 　　・保険税還付金 2,000

 2. 退職被保険者 100 100 0 100 22. 償還金・利 100 退職被保険者等保険税還付金事

等保険税還付 子及び割引   業 100

金 料 22.償還金・利子及び割引料 100

　　・保険税還付金 100

 3. 償還金　　　 1 1 0 1 22. 償還金・利 1 保険給付費等交付金返還金事業 1

　　　 子及び割引 22.償還金・利子及び割引料 1

料 　　・償還金及び利子 1

 9.諸支出金 境町国民健康保険事業特別会計
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6,313200計 6,313 6,113

5 1△41,800計 6 41,806

10計 1 1



（単位：千円）

 4. 一般被保険者 100 100 0 100 22. 償還金・利 100 一般被保険者保険税還付加算金

還付加算金 子及び割引   事業 100

料 22.償還金・利子及び割引料 100

　　・還付加算金 100

 5. 退職被保険者 20 20 0 20 22. 償還金・利 20 退職被保険者等保険税還付加算

等還付加算金 子及び割引   金事業 20

料 22.償還金・利子及び割引料 20

　　・還付加算金 20

(款) 9.諸支出金 (項) 2.指定公費負担事業費

 1. 指定公費負担 20 20 0 20 18. 負担金・補 20 指定公費負担事業 20

事業費 助及び交付 18.負担金・補助及び交付金 20

金 　・負担金 20

　　・保険者負担分負担金 20

(款)10.予備費 (項) 1.予備費

 1. 予備費　　　 1,026 863 163 1,026 予備費 1,026

　　　 　 29.予備費　　　 1,026

- 24 -

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

2,2210計 2,221 2,221

200計 20 20

1,026163計 1,026 863



１　特別職

(単位：千円)

期 末 手 当

年間支給率

(人) (月分)

給　 　与　 　費　 　明　 　細　 　書

区　　　　分
職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費
給　　料

合　　計 備　　　　　考
計

本
　
　
年
　
　
度

長　　　　等

寒冷地手当報  　酬

457

その他手当地域手当

議　　　　員

その他の特別職 15  457457

457計 15 457457

前
　
　
年
　
　
度

長　　　　等

その他の特別職 15

議　　　　員

457  

計 15 457

457457

457

比
　
　
　
　
較

長　　　　等

457

議　　　　員

その他の特別職 0 0

計 0 0

00

- 25 -

00



２　一般職

（１）総　括

（単位：千円）

退職手当組合負担金

（単位：千円）

備考１　この表は，報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　　２　（　　　）内は，短時間勤務職員について外書きすること。
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区 分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

43,231 2,843 

前 年 度 3,254 22,010 11,121 36,385 7,574 43,959 2,972 

3,321 21,059 11,517 35,897 7,334 

△240 △728 △129 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分

比 較 67 △951 396 △488 

特殊勤務

手　当
期末手当通勤手当

本 年 度 8 

9 

△1 

（　　)

（　　)

（　　)

比 較

6 

0 

前 年 度

本 年 度

管理職特別

勤務手当

6 0 

0 

0 

勤勉手当

3,810 

3,622 

188 

時間外手当

300 

350 

△50 

住居手当

615 

549 

66 

5,310 

5,730 

△420 

管理職手当

576 

576 

0 

522 

210 

312 

扶養手当

378 

78 

300 



　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

退職手当組合負担金

（単位：千円）

備考１　この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　　２　（　　　）内は，短時間勤務職員について外書きすること。
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549 350 0 6 

比 較 300 312 0 △388 188 66 △50 0 0 

615 300 0 6 

前 年 度 78 210 576 5,037 3,622 

本 年 度 378 522 576 4,649 3,810 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 扶養手当 通勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 時間外手当
特殊勤務 管理職特別

手　当 勤務手当

428 △523 △246 △769 △129 比 較 （　　) △1 △951 

10,428 32,438 7,138 39,576 2,972 前 年 度 （　　) 7 22,010 

10,856 31,915 6,892 38,807 2,843 本 年 度 （　　) 6 21,059 

区 分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

備考１　この表は，報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　　２　（　　　）内は，短時間勤務職員について外書きすること。

比 較 △32 

前 年 度 693 

本 年 度 661 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 扶養手当 通勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 時間外手当
特殊勤務 管理職特別

手　当 勤務手当

△32 35 6 41 比 較 （　　) 0 67 

693 3,947 436 4,383 前 年 度 （　　) 2 3,254 

661 3,982 442 4,424 本 年 度 （　　) 2 3,321 
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区 分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

備考　１　増減額欄の金額は，「（１）総括」の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　２　説明欄には，増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに，職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員一人当たり給与

　イ 初任給   

増 減 事 由 別 内 訳　　(千円) 説　　　　　　明

給　　料

154,600

技能労務職

(円）

一般行政職

（円）

平 均 年 齢 (才) 34

274,786

257,971

40平 均 年 齢 (才)

平均給料月額(円)

退職及び他会計間の異動等

退職及び他会計間の異動等

1-25

1- 5

一般行政職　(円) 技能労務職　(円)

1-17

(中学卒)

151,900

143,800

154,600

185,200

1-17 151,900

(中学卒)

行政職

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

143,800

1- 5

1-25

国の制度

185,200
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職員手当

増減額(千円)区　　分

令和5年1月1日現在

備　　　　　　考

△951

428

令和4年1月1日現在

区　　　　　分

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　　　　分

0

992

△1,943

428

298,900

277,117



　ウ 級別職員数

　（級別の標準的な職務の内容）

７　　級

 部長の職務

７級 0 0.0

７級 0 0.0

３級

６　　級

 係長の職務  課長補佐の職務

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

 課長の職務

２級

50.0

0.0
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一　　般　　行　　政　　職
区　　　　　分

級 職員数（人） 構成比（％）

１級 3

令和5年1月1日現在

特 0

14.3

100.0

0.0

0.0

14.3

0.0３級 0

16.61

計 6 100.0

１級 5 71.4

６級 1 16.7

４級 0 0.0

５級 1 16.7

令和4年1月1日現在

区　　分 １　　級

0 0.0

0 0.0

0

1

0

特

２級

６級 1

４級

５級

計 7

一般行政職

 相当な知識経験

 に基づく業務を

 行う主幹の職務

 

 主幹の職務 主事補又は主事

 の職務



　エ 昇給

　オ 期末手当・勤勉手当

　カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

級 等 に よ る 加 算 措 置

100.0 100.0

職 制 上の段階 ，職 務の

0 0

0 0

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) （人）

職 員 数 (Ａ) （人）

（人）

区 分

100.0 100.0

1

0 0

(Ｂ)／(Ａ)

47.709

47.709
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国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

支 給 率

区 分
20年勤続の者

（月分）

25年勤続の者

（月分）

35年勤続の者

（月分） （月分） 加 算 措 置 等

最 高 限 度 そ の 他 の

2％～20％加算

定年前早期退職

2％～20％加算
24.586875 33.27075 47.709

有

（％）

（人）

（人）

（人）

2.200

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

（ 月 分 ）

4.400

職 員 数 (Ａ) （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) （人）

号 給 数 別 内 訳

４号給

前
　
年
　
度

（人）

（人）

３号給 （人）

２号給

０号給

１号給

３号給

7 7

４号給

1

0 0

２号給 （人）

１号給 （人）

０号給 （人）

7

定年前早期退職

(Ｂ)／(Ａ) （％）

0 0

国 の 制 度

前 年 度

24.586875 33.27075 47.709

比 率

有

2.225

2.200

4.450

本 年 度

区 分

2.200

6月（月分） 12月（月分）

本
　
年
　
度

4.400

6

2.225

代表的な職務
合 計

備 考

備 考

5 5

2 2

一般行政職

6 6

6

1 1

有

比 率

4 4

7

2.200



　キ その他の手当

　備　考  1　「ア 職員１人当たり給与」，「イ 初任給」，「ウ 級別職員数」及び「エ 昇給」の何々職の区分は，給料表の区分によることとし，複数の職種

　について同一の給料表を適用している場合にあっては，原則としてそれぞれの職種の区分によること。

 2　「エ 昇給」の職員数欄には，短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。
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住 居 手 当

通 勤 手 当

国の制度との異同

同　じ

同　じ

同　じ

扶 養 手 当

区 分 差 異 の 内 容


